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Ⅰ. 研究目的 
 
 近年、儒教と経営の関係性について着目した研究成果も多く、論語を座右の銘とする経営者

も増えている。儒教は、倫理・道徳性と宗教性という二面性を有する思想体系であり、特に、

朱熹（朱子）の登場により精華されるが、儒教思想に基づく経営のことを「儒教的経営」と称

する。本来、「仁徳」に根ざし「愛」と「正義」を原理とする儒教思想に基づく経営が展開さ

れたならば、「不正会計」が発生する余地は生まれないはずである。  
 しかし、現実的には不正会計が根絶する兆しは見えない。不正会計の予防策としては、①内

部統制制度の整備、②会計監査制度の強化、③課徴・制裁金の賦課という方法が提案される

が、如何に法制度を整備し罰則規定を強化しても不正会計が発生し効果には限界がある（１）。 
本研究では、儒教的経営と不正会計の関係性を明らかにすることを研究目的としているが、

儒教的経営が不正会計を抑制するのではなく、逆に、儒教的経営が不正会計を生起させている

のではないかという仮説に基づいている。 
近現代史において、中華人民共和国（以下、「中国」とする）の経済成長が著しいが、中国

を追随し“四匹の小龍”と称された大韓民国（以下、「韓国」とする）や中華民国（以下、「台

湾」とする）の経済・経営の発展が儒教の影響下にあることは周知の事実である（２）。勿論、

四匹の小龍には、韓国や台湾の他に香港やシンガポールも数えられるが、イギリスの資本主義

を新教の影響を受けた“新教資本主義”とするならば、東アジアの資本主義は“儒教資本主

義”と評することができ、この儒教資本主義の影響下で、強く儒教思想を承継している地域

が、東アジアに属する韓国と台湾、そして日本である（３）。  
 よって、本報告では、儒教思想が倫理・道徳や宗教の面から広範の支持を受け、企業経営で

も影響を受けた東アジア諸国の儒教的経営と不正会計の関係について検証したい。 
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Ⅱ. 東アジアの儒教文化圏と不正会計の概念 
 

儒教は、遡ること東周の春秋戦国期の魯国の孔子によって体系化された社会規範及び倫理道

徳のことであり、南北朝時代の南宋代において朱熹（朱子）が現れ、「大学」と「中庸」を「礼

記」から独立させて『朱子学』を提唱した。その後、朱子学は、元帝国において、国家教学とし

て採用され「科挙」（官吏登用試験）においても重視される。しかし、儒教の発祥の地である中

国では、最近になり儒教を再評価する動きもみられるが、「文化大革命運動」を通じ陳腐な封建

的思想であると蔑視され衰退していた。 
本来、儒教では、『中膺』に示されているように心の乱れを除き「中」の概念を重んじ、政治

理念としては“徳治主義”を心がけているが、儒教における「徳治」とは、『論語』為政論に「子

曰、為政以徳、譬如北辰居其所、而衆星共之」と記されているように、「政治は徳に基づいて行

われるべきである」という考え方である（４）。 
しかしながら、わが国の朱子学は、中国から伝播されて以来、独自の発達を遂げて「日本型朱

子学」と評される内容に変容している。例えば、儒教は、「孝道＝孝は徳の元なり」を重んじる

のに対して、林羅山の教え（京師朱子学派）では、孝道とは異なり「孝（行）」よりも「忠（義）」

を重んじている。つまり、日本的経営は、この日本型朱子学の考え方を前提とする経営システム

のことであり、士族階級における“君主（主君）への忠義”は、企業経営における“上司（上長）

への忠誠”との類似性が強く、「上下定分の理」を有している。そのため、本研究では、日本的

経営を「日本型朱子学経営」と称することにしたい。 
また、韓国では、「孝」の延長上に存在する「家族＝（イエ）」の概念が発達し、韓国企業を代

表する存在である韓国財閥において、「儒教的経営」が浸透し、血縁、婚縁（婚脈）、学縁（学閥）、

地縁という「縁」を重視した家族的経営（ファミリービジネス）が発展した。 
一方、台湾の華人型儒教的経営では、企業経営の主体が、人脈を重んじながらも「個」を拠り

どころとする「儒教的経営」に置かれている。 
つまり、儒教資本主義下の三国であるが、図表 1 に示すように、日本型朱子学経営、韓国型 

儒教的経営、華人型儒教的経営というように若干、様相が異なるのである。 
 
【図表１】東アジアの儒教文化圏 
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（Generally Accepted Accounting Principles）の範囲を逸脱するような経営者の財務上の選択

を不正会計とする」（５）と定義づけている。 
そして、米国公認会計士協会（AICPA：American Institute of Certified Public Accountants）

が公表した監査基準（SAS：Statement on Auditing Standards ）第 99 号「財務諸表監査にお

ける不正の検討: AICPA」（2002）は、「不正会計とは、決算書の記入に際して意図的な操作や行

動を行うことである」と定義する。 
つまり、不適切な会計と不正会計は、図表 2 に示すように、「財務情報の入手や財務諸表の作

成において誤謬（意図的でない誤り）があった会計処理が不適切な会計であり、逆に、粉飾決算

のように財務情報の入手や財務諸表の作成において意図的な（故意の）誤りがあった会計処理

が不正会計である」と区分できる。 
 
【図表 2】不正会計の概念 

 
 

なお、本報告では、経営学（儒教的経営）と会計学（不正会計）の関連性について論じるため、

図表 3 に示すような事例を取り上げて不正会計について論じたい。 
 
【図表 3】不適切な会計と不正会計 

 
（参考）2017 年度・日本上場企業の不正会計開示 14 件。 
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Ⅲ. 儒教・朱子学の日本伝播と日本型朱子学への変容 
 

一般的に、儒教と儒学という表現が混同されがちであるが、「儒教」と称されるようになるの

は、漢代を迎えてからであり、史料上に『儒教』という用語が表出するのも西暦 5 世紀頃であ

る（６）。 
わが国には、応神天皇の御代に朝鮮半島の百済国から阿直岐（阿知吉師）により儒教の経典が

伝えられ、翌年、百済国から王仁博士が来日し、『論語』十巻と『千字文』一巻が朝廷に献上さ

れている。その後、南淵請安、高向玄理、僧旻等の遣隋使や吉備真備等の遣唐使の帰朝に伴い、

天文学、軍事学、哲学、歴史学などと共に、「漢唐訓話学」も伝入された。そして、朱子学は、

道元や円爾などの留学僧の手により朱熹（朱子）の『四書集注』が伝入され、五山の禅僧であっ

た藤原惺窩が徳川家康に対して『貞観政要』を講じた縁により、徳川幕藩体制下で朱子学が国教

として受容され、惺窩の弟子である林羅山が家康に重用され「朱子学＝官学」として認知される

のである。 
しかし、羅山の学説は、中国で生まれた本来の朱子学の学説とは必ずしも同一視できず、「日

本型朱子学」として認識するべきである。儒教思想では、『孝経』において「孝道（孝は徳の元

なり）」と記され「孝」の概念が強調され、孝の拡大として「家族」の概念が重んじられる（７）。

例えば、儒教における「五品」とは、父・母・兄・弟・子のことであり、「五教」とは、義・慈・

友・恭・孝のことを指すが、これらの因子に基づいて父子・君臣・夫婦・長幼・朋友という家族

が形成されると説く。そして、儒教では、忠（義）は、孝（行）という家庭内の道徳概念が構築

されれば自ずと身につくものであると説く。つまり、儒教では、忠（義）よりも、孝（行）を重

んじているのである。  
しかし、羅山の教え（京師朱子学派）は、「理気合一」、「忠孝合一」、「神儒合一」を唱え、「忠

臣は孝子の門から求めるのであり、忠臣と孝子の二つを分けることはできないが、二つを兼ね

ることができない場合には、軽い方（孝）を捨てて、重い方（忠）を取るべきである」（８）とし

て「孝」よりも「忠」に重きを置いている。 
すなわち、本来の儒教では「孝」を強調するのに対して、京師朱子学派では、「孝」よりも「忠」

を重んじる。そのため、京師朱子学派は、君臣身分の上下関係（上下定分の理）を重んじる徳川

幕藩体制下で支配イデオロギーとして重用されるのである。 
勿論、朱子学には、羅山の流れを汲む京師朱子学派以外にも、「垂加神道（朱子学と神道の折

衷）」を唱えた山崎闇斎の「海南学派」や三宅石庵が提唱した「大坂朱子学派（朱子学に陽明学

などの他学派の考え方も摂取・融合した学派）」も存在する。 
しかしながら、朱子学諸派のなかでも京師朱子学派は、徳川政権の思想統制の一翼を担う存

在として成長し、四代将軍（徳川綱吉）の治世において湯島聖堂が建設され隆盛を迎える。その

後、八代将軍（徳川吉宗）の時代には、実学が奨励され朱子学が軽視されたが、寛政年間に松平

定信が老中職に就くと、「寛政異学の禁」が発令され、湯島聖堂学問所での講義や幕府官吏登用

試験において朱子学が登用されたのである。 
一方、中国では、明代を迎えると、「陽明学」を提唱する王陽明が現れ、中華王朝で権力と一

体化した「朱子学」を批判したが、同様に、わが国においても、幕末期に藩政改革を担った佐藤

一斎や、一斎の弟子であり備中松山藩の藩政改革を担当した山田方谷と、方谷の教えを受け長

岡藩の藩政改革に活躍した河井継之助などの陽明学者が登場する（９）。 
しかし、明治維新期を迎えると、儒教が否定されることになる。例えば、幕末維新期の陽明学

者としては、佐藤一斎、大塩平八郎、吉村秋陽、林 良斎、春日潜庵、池田草庵、吉村斐山など

が名高いが、彼らは、明治維新以後に廃藩置県が実施されると、概ね嘗てのような活躍の舞台を

失った。その後、明治政府内に欧化主義傾斜に対する反省の空気が生まれ、臣民教化のための道

徳教育としても儒教思想が再評価され、教育勅語に「君（天皇）には忠義を尽くし、親には孝行
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を尽くす」と記され復権を果たす。これら儒教再評価の流れは、「儒教の世俗化」と評される動

きであるが、日清戦争（明治 27 年―28 年）と日露戦争（明治 37 年―38 年）を経て儒教の地位

は高まるのである（１０）。 
 
Ⅳ. 日本的経営（日本型朱子学経営）と韓国儒教的経営の相違点 
 
 一般的に、現代の儒教的経営と云えば、韓国の「家族経営＝ファミリービジネス」のことをイ

メージするが、日本的儒教経営とも評すべき「日本的経営」の源流が「日本型朱子学」にあるの

は衆目の一致するところであり、日本的経営ではなく、「日本型朱子学経営」と称することが妥

当である。実際に、両者は、図表 4 に示すように、類似性（縦型の労使関係）を有しているが、

日本型朱子学経営は、明治維新後の西欧型経営の流入に際しても揺らぐことなく支持された。 
 また、近代経営における日本的経営の始祖は、渋沢栄一であることは言うまでもなく、渋沢の

経営理念は、儒教思想の根幹を成す「中膺」及び「徳治」に基づく経営哲学を実践することにあ

る。つまり、中膺・徳治の精神に基づく日本的経営は、江戸期以来、国内で醸成された御恩（慈

愛）と奉公（忠義）を前提とする公私関係に合致したものであったため、わが国の財界において

受け入れやすい経営（労使）システムであった（１１）。 

 
【図表 4】日本的経営（日本型朱子学経営）システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一方、韓国は、日本とは異なり本来の儒教の正当な承継国である。なぜならば、中国で発祥し

た儒教は、形而上的であり国家への「忠（義）」よりも「孝（行）」が重んじられるが、“小中華”

を模倣し中国王朝に倣って儒教を導入した韓国では、「孝」が重んじられるあまり「イエ＝家族」

に対する強い思いが国家への忠誠よりも上回っているからである。 
つまり、韓国では、本来の儒教思想を継承することにより「孝」の概念が強調され、その「孝」

の延長上に「家族」関係を重んじるという考え方が社会に定着したのである。 
また、韓国の儒教的経営とは、家父長制と男系長子相続を前提とする儒教に基づく経営手法

のことであるが、欧米から韓国国内に移植された「企業」は、図表 5 に示すように、「イエ」

と、それが拡大解釈された「国家」の中間に位置しており、換言すれば、『イエ』の延長上に家

族（血族集団）の運命共同体として企業が存在する（１２）。 
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【図表 5】韓国儒教的経営の概念 
 

 
 

 

 
 

また、韓国企業は、創業家を中核とする血族集団として「財閥化」し、韓国の経済・財政にお

いて重要な位置を占めている。例えば、韓国財閥（Korean Chaebol）は、韓国 GDB(国内総生

産)の 4 分の 3 を占め、さらに、サムスン、現代自動車、ＬＧ、ＳＫの四大財閥で韓国 GDB の

約 60％を担っている（１３）。そして、韓国企業（韓国財閥）が家族経営（ファミリービジネス）

であると評される所以は、図表 6 に示すように、韓国企業（韓国財閥）が血縁、婚縁（婚脈）、

学縁（学閥）、地縁というインフォーマル・ネットにより結びついている点が挙げられる。しか

し、このような韓国企業（韓国財閥）と大統領（政権）との親密関係は、「政経癒着問題」を発

生させ、脱税事件や不正会計の温床を形成することになる。 
 

【図表 6】韓国財閥のインフォーマル・ネットワークと政経癒着問題 
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（注）1991 年当時の婚縁ネットワーク 

（出所）髙沢修一著、『ファミリービジネスの承継と税務』（森山書店、2016 年）129 頁。 

 
 

つまり、外需依存型の経済構造下において韓国財閥の経済支配が伸長する過程で、韓国財閥

と大統領（政権）の行き過ぎた結びつきの強さが、「政経癒着問題」を発生させ、韓国財閥のフ

ァミリービジネスに対しては様々な金融支援（追加融資・金利減免）や血税支援（税金の投入）

が投じられており、本来ならば倒産すべき企業が「ゾンビ化」して再生した。しかし、既述のよ

うな企業経営に対する国家権力の過度な介入は、企業の再生力や自助力を喪失させると共に国

際的信用力を低下させる可能性を有する。 
また、循環出資とは、図表 7・図表 8 に示すように、創業家が少ない持ち株でグループ全体を

支配する構造のことであるが、相続税の税負担を軽減する効果も期待できる。 
しかし、循環出資が生起した韓国企業の「財閥化」が、韓国経済の発展を妨げたのも事実であ

る。そのため、韓国では、創業家の大株主による経営支配の排除と、一般株主の権利保護に伴う

少数株主の権限強化を目的としてコーポレートガバナンス改革が断行された。 
 
【図表 7】韓国財閥の循環出資（サムスングループのケース） 
 

 
 
 

朴正煕

大統領

サムスン

婚縁関係

現代

婚縁関係

ＬＧ

婚縁関係

サムスン

電子

サムスン

カード

サムスン

エバーランド

サムスン

生命

京畿道知事 
と姻戚関係 

ソウル市長 
と姻戚関係 

 

陸軍士官学校 
校長と姻戚関係 

 

●問題点 
創業家が少数の持株 
でグループ支配 

 

●メリット 
創業家の持株が少数の

ため相続税が減少 
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【図表 8】循環出資を用いた財閥支配（2013 年） 
企業名 オーナー家族 系列企業 その他 合計 

サムスン ０．９９％ ４１．９７％ ２．７０％ ４５．６６％ 

現代自動車（ヒュンダイ） ３．７５％ ４４．４３％ １．０１％ ４９．１９％ 

ＳＫ ０．７９％ ６２．５６％ １．２７％ ６４．６２％ 

ＬＧ ３．８９％ ３４．６６％ ５．７２％ ４４．２７％ 

ロッテ ２．２４％ ５６．８７％ ０．３４％ ５９．４５％ 

現代重工業（ヒュンダイ） １．４９％ ６８．９８％ ３．１０％ ７３．５７％ 

ＧＳ １６．２５％ ４１．９９％ ０．５３％ ５８．７７％ 

韓進（ハンジン） ６．３３％ ３７．９１％ ５．６７％ ４９．９１％ 

韓火（ハンファ） １．９７％ ５４．２０％ ０．８０％ ５６．９７％ 

斗山（ドゥサン・トゥサン） ３．５５％ ４９．３３％ ５．８３％ ５８．７１％ 

錦湖（クムホ）アシアナ １．６７％ ３６．８５％ １．９９％ ４０．５１％ 

ＳＴＸ ３．２８％ ５３．６２％ ２．４０％ ５９．３０％ 

ＬＳ ４．５３％ ６３．９８％ ３．９１％ ７２．４２％ 

ＣＪ ７．７３％ ６０．１３％ ３．４３％ ７１．２９％ 

新世界（シンセゲ） １６．８２％ ３７．０３％ ０．０３％ ５３．８８％ 

（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所編、「『経済民主化』で注目される財閥オーナーの裁判」（2013 

年）頁。 

 
 
Ⅴ. 韓国儒教的経営が生起する不正会計と血税支援の検証 
 
１． 大宇造船海洋の粉飾決算とゾンビ企業の誕生 
 

2016 年、韓国検察腐敗犯罪特別捜査団（以下、「韓国検察」とする）が「追加造船費用（損失）

を未請求工事の売掛金（利益）に差替えるという粉飾決算を行った」という容疑で、大宇造船海

洋の本社と玉浦造船所等の家宅捜索を行ったにも係らず、2017 年になると、韓国政府は、粉飾

決算を疑われた大宇造船海洋に対して 6 兆 7,000 億ウォンの「血税支援」を決定した。 
しかしながら、大宇造船海洋に対する血税支援に対しては、韓国世論だけではなく日本政府

も経済協力開発機構（OECD）造船部会において「市場から退出すべき企業が公的支援で生き残

れば、公正競争が阻害されることになる」と問題提起した。なぜならば、大宇造船海洋への血税

支援は、韓国の一企業の救済という枠組みを超え、国際的な規模で造船業界に対して経営危機

を生じさせる可能性を有しているからである。 
従来、大宇造船海洋は、船舶建造量世界シェアにおいて、現代重工業（1 位）や、サムスン重

工業（2 位）に続く世界 3 位の位置を占めていたが、血税支援が実施された近年の財務内容は悪

化傾向を示しており、血税支援の対象には相応しくない状態であった。例えば、大宇造船海洋の

売上高は、図表 9 に示すように、2008 年の 11 兆 746 億ウォンから 2012 年の 14 兆 578 億ウォ

ンに増加しているのにも係らず、営業利益率は 2008 年の 6.762％から 2012 年の 3.458％にま

で急落している（１４）。 
つまり、大宇造船海洋の財務は、売上高が増加しているのに営業利益（率）が減少するという

不均衡な状態なのであるが、大宇造船海洋は、この不均衡さについて、「売上は、3 年連続で 100
億ドル以上の新規受注を確保し、海洋部門の受注も 100 億ドルを突破し好調であるのに対して、

株式投資の減損処理と長期売上債券の貸倒引当金の設定ミスが生じたため利益が減少している」
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と説明した（１５）。 
しかし、韓国検察は、「追加建造費用を、未請求工事に計上することにより、損失となるべき

ところを収益に化けさせた」として強制捜査した。そして、この大宇造船海洋の会計処理は、経

営側の意図的な会計処理の改竄が窺えるため、不正会計が行われたと認識できる。 
また、現金及び現金同等物は、図表 10 に示すように減少し続けキャッシュ・フローも悪化し

ている。そのため、大宇造船海洋は、図表 11 に示すように現金及び現金同等物の不足分を借入

金と一般公募社債発行により賄うという悪循環に陥っているのである。 
 
【図表 9】大宇造船海洋の損益計算書                      単位：億ウォン 

区分 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 

売上高 １１０，７４６ １２４，４２５ １２０，７４５ １３９，０３２ １４０，５７８ 

売上総利益 １０，５６２ ９，７８７ １３，９６９ １６，５０２ １１，３５９ 

営業利益 ７，４８９ ６，８４５ １０，１１０ １０，６１２ ４，８６２ 

当期純利益 ３，４２０ ５，７７５ ７，８０１ ６，８６４ ２，２１８ 

売上総利益率 ９．５３７％ ７．８６５％ １１．５６９％ １１．８６９％ ８．０８０％ 

営業利益率 ６．７６２％ ５．５０１％ ８．３７３％ ７．６３２％ ３．４５８％ 

（出所）대우 조선 해양, 사업 보고서 (2012 년)  

 
【図表 10】大宇造船海洋の貸借対照表                      単位：億ウォン 

区分 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 

現金及び現金同等物 １４，４３５ ８，０５６ ４，７８１ ５，４１６ ２，６６７ 

短期借入金 ２，６１５ ９６４ １０，３６９ １６，８２０ ２２，２０４ 

長期借入金 ５９０ ４，４２９ ５，８２４ １１，２８１ １１，０４８ 

負債総計 ７２．４１９ １１８．７８７ １０１．３３５ １２１．５７６ １１５．６７９ 

自己資本 ３５．１４８ ３２．５７５ ４０．４３２ ４５．０２０ ４５．５４２ 

負債準資産合計 １０７，５７７ １５１，３６２ １４１，７６７ １６６，５９６ １６１，２２１ 
自己資本比率 ３２．６７２％ ２１．５２１％ ２８．５２０％ ２７．０２３％ ２８．２４８％ 

（出所）대우 조선 해양, 사업 보고서 (2012 년)  

 
【図表 11】大宇造船海洋の公募社債発行状況                   単位：億ウォン 

債券種類 発行金額 表面金利 発行日 満期日 

一般公募社債 ３，０００ ３．５０ ２０１２．１１．２９ ２０１７．１１．２９ 
一般公募社債 ２，０００ ３．３４ ２０１２．１１．２９ ２０１５．１１．２９ 
一般公募社債 ２，０００ ３．５２ ２０１２．０７．２３ ２０１５．０７．２３ 
一般公募社債 ３，０００ ３．７３ ２０１２．０７．２３ ２０１７．０７．２３ 

（出所）대우 조선 해양, 사업 보고서 (2012 년) 

 
本来であれば、財務内容が悪いため救済対象とはなりえず、加えて、粉飾決算で強制捜査を受

けている大宇造船海洋が「血税支援」により救済されている理由としては、政権と旧大宇財閥と

の親密な関係が影響していると推測できる。なぜならば、大宇造船海洋は、2004 年から 60 人

の政界関係者を顧問、諮問役、相談役として招聘し、平均 8,800 万ウォンの報酬（年俸）を与

え、社外理事の 40％を政権（政界）関係者が占めているからである。 
金大中大統領は、コーポレートガバンス改革を断行し、「上場法人に対して社外取締役制度を
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導入し、1998 年末までに最低 1 名以上の社外取締役を設け、1999 年中に取締役の 4 分の 1
（25％）以上を社外取締役とすることを定めた」が、政権関係者が社外取締役の 40％を占める

という事態は、コーポレート改革の趣旨に反する行為であると批判できる（１６）。 
つまり、「縁」を重んじる韓国の儒教的経営が、大宇造船海洋の不正会計を生み出したと推察

できる、 
また、韓国政府は、図表 12 に示すように、韓国の儒教的経営の弊害が、粉飾決算の疑義によ

り倒産すべき企業を、血税支援の対象とすることにより「ゾンビ企業」として再生させている。 
ゾンビ企業とは、企業再生の可能性がないのにもかかわらず、追加融資や金融機関からの支

援により再生している収益性の乏しい非生産的な企業のことである（１７）。例えば、ゾンビ企業

の識別方法として用いる方法として、営業利益を有利子負債（金融機関からの借入金）により除

して算出するという「利子補償倍率」があるが、大宇造船海洋は、利子補償倍率に拠れば、△

30.80 倍であり、ゾンビ化の境界となる 1 倍を大きく下回っており倒産すべき企業である。 
 
【図表 12】大宇造船海洋に見られる儒教的経営の弊害  
 

 
 
 
 
 
 また、ゾンビ企業が生まれる理由としては、図表 13 に示すように、積極的理由と消極的理由

の二つが考えられるが、積極的理由としては「政経癒着」が挙げられ、消極的理由としては「金

融機関の不良債権の未処理」が挙げられる（１８）。 
2019 年、大宇造船海洋は、韓国政府の主導の下、現代重工業の合併により、世界シェア 2 割

を占める世界１位の会社へと成長を遂げる。 
勿論、企業合併が政府主導であり、結果として、世界シェア 2 割（1 位）の企業が誕生するこ

とに問題はないのであるが、財務内容の悪化を粉飾決算により糊塗し、政権との癒着により血

税投入により再生された「ゾンビ企業」の誕生は、公正競争の点でも問題視される。 
 
 
 
 
 
 
 

2016年、大宇造船
海洋は、財務内容
が悪化し、粉飾決
算の疑義をかけら
れ強制捜査された。

大宇造船海洋は、
2004年から多数の
政界関係者を顧問、
諮問役、相談役、
社外理事として外
部招聘している。

2017年、韓国政府
は、大宇造船海洋
に対して6兆7,000
億ウォンの「血税
支援」を投入した。

大宇造船海洋は、
「ゾンビ企業」と
して再生し、2019
年、現代重工業と
合併し、世界シェ
ア1位に成長した。

金大中大統領の「コーポレートガバナンス改革」に反する企業再生 
⇒ 外部監査機能の不備 
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【図表 13】ゾンビ企業が生まれる理由 

 
（出所）髙沢修一著、『韓国財閥の通信簿 ―韓国ファミリービジネスの企業診断―』（財経詳報社、2018 年）50 頁。 

 
 
２．サムスングループの事業承継とサムスンバイオロジクスの会計基準変更 

 
【図表 14】故意の粉飾会計 

2015 年、サムスンバイオロジクスは、図表 14
に示すように、サムスンバイオエピスを子会社か

ら関連会社に変更したことに伴い、同社を連結対

象から外すと共に、会計基準も簿価評価から時価

評価に変更した。その結果、サムスンバイオロジ

クスが保有していた会社株式は、3,300 億ウォン

から 4 兆 8,000 億ウォンに評価替えされ資産価

値が高騰した。 
本来、子会社を関係会社に変更して評価替えを

行うか否かの判断は、あくまでも当該企業の任意

性に委ねられるべき性格のものであるが、このケ

ースでは、会計基準の変更における妥当性（正当

性）が問われたのである。 
 

韓国証券先物取引委員会は、「会計基準の変更に妥当性（正当性）が乏しく意図的である」と

判断し、“故意の粉飾会計”として、韓国金融監督院の要求を受け入れて同社を検察に告訴した。

本件が、「故意の粉飾会計」と断じられたのは、グループ会社の会計基準を操作し、サムスング

ループの事業承継の手段として用いられた可能性を有するからである。 
サムスングループは、図表 15 に示すように、病床にある 2 代目の李健熙から 3 代目の李在鎔

への事業承継（財閥総帥の座の世襲）を進めた。つまり、創業家は、グループの中核会社である

「サムスン電子」の経営権を握ることを目的として、創業家の資産管理会社である「第一毛織」

と「サムスン物産」の合併を模索した。そして、両社の合併に際して、第一毛織の合併比率がサ

ムスン物産の合併比率を上回るように操作するためには、第一毛織の資産価値を高める必要が

あり、第一毛織の子会社であるサムスンバイオロジクスの株価を上昇させれば、必然的に、第一

毛織の資産価値も高まると考え会計基準の変更を行ったのではないかと疑われた。そして、永

年、欠損会社であるサムスンバイオロジクスの資産が、業績の裏付けがなく評価替えで膨れた

ことは、「会計基準の変更に正当性がなく故意の粉飾決算である」と判断されたのである。 
つまり、サムスンバイオロジクスの会計基準の変更には、財閥の事業承継問題も絡んでおり、

ファミリービジネスという韓国儒教的経営の悪弊が現れた事例である。  
なお、2015 年、第一毛織とサムスン物産が合併し、「サムスン C&T」が誕生する。 

ゾンビ企業が生まれる理由

積極的理由

（政経癒着）

消極的理由

（金融機関の不良債権の未処理）

サムスンバイオロジクス

系列再編成

サムスンバイオエピス

子会社 → 関連会社

簿価評価 → 時価評価

故意の粉飾会計 
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【図表 15】サムスングループの事業承継 

 
 

 
  
 
 

 
 
 
 
 
 
Ⅵ. 台湾の華人型儒教的経営と不正会計の検証 
 
１．台湾の華人型経営の特徴と問題点 
 
 華人とは、移民国で国籍を取得した中国系住民のことであり、華人経営者が数多く分布して

いる地域としては、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、マレーシア、タイなどが挙げら

れるが、台湾では、中小企業と家族企業の割合が高い（全企業数の約 98％以上を中小企業が占

め、家族経営の企業が占める割合も約 75％以上と高い）。 
また、台湾の華人型儒教的経営は、儒教文化や儒教倫理に基づいた経営構造の上に成立し、戦

略性、意思決定、組織編成、財務構造において、図表 16 に示すような特徴を有する。例えば、

台湾の華人型儒教的経営の特徴としては、①事後調査を重視した戦略性、②トップダウン型の

意思決定、③人脈や血縁者を重視した組織編成、④血縁者からの融資を重視した保守性の強い

財務構造が挙げられる（１９）。逆に、日本型朱子学経営（日本的経営）では、①事前調査を重視

した戦略性、②稟議制に基づくボトムアップ型の意思決定、③終身雇用や年功序列を重視した

組織編成、④金融機関からの間接融資を重視した財務構造が特徴として挙げられ、中国から伝

播された儒教を手本としながらも、両者は相反する関係にある。 

サムソン初代

李秉喆

ＣＪグループ

李猛熙（長子）

セハングループ

李昌熙（次子）
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李健熙（三子）
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（創業家の資産管理会社）

出資

サムスンバイオロジクス
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サムスンバイオエピス

サムスン物産
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（旗艦会社）

承継 
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李在鎔 
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併

資
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の 
調

達 
 

中 
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会
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配 
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韓国金融監督官庁の判断：会計基準の変更に正当性が乏しく意図的（故意）  
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【図表 16】台湾の華人型経営の経営構造 
 

  
 

 
２．頂新国際集団の内部統制の不備と雅新実業の不正経理 

 
華人型儒教的経営は、儒教文化を前提として成立しているのにも係わらず、「個」としての創

業者の利得を優先する場合が多く、必ずしも儒教文化で重んじられ「仁」の精神と「愛」と「正

義」の原理が浸透しているとはいえない。逆に、「個」の精神に基づく「創業者の利得」が優先

されていると推察できる。例えば、華人経営を巡る不祥事としては、頂新国際集団が起こした

「頂新国際廃油ラード不正事件」が有名である。 
頂新国際集団とは、創業家の魏一族（台湾富豪番付第 3 位）が経営支配する企業集団のこと

であり、「康師傳（カンシーフー）」や「味全」を系列化に置く台湾を代表する食品会社グループ

であるが、傘下企業の「正義公司」が飼料用油を混入させた食用ラード（豚脂）を食品業者や飲

食業者 230 社以上に販売していた事実が発覚する。そして、食用ラード市場は、頂新国際集団

傘下の「正義公司」と同容疑（廃油ラード事件）で摘発を受けた「強冠」の二社で市場シェアの

多数を占めているため社会問題化した。 
 また、華人経営において経済不祥事が発生する理由としては、「経営倫理の欠如」という経営

上の問題点があることは間違いないが、「内部統制の不備」も指摘できる。しかし、組織行動よ

りも「個」の存在を重視する台湾ビジネスの企業風土を考慮したならば、現実的に厳格な「内部

統制制度」を設けることも難しいのである（２０）。 
 一方、雅新実業（ヤ―シン）は、プリント基板、通信機器、DVD プレーヤー等を生産してい

る回路基板メーカーであるが 2006 年に不正経理が発覚し、検察により黄恒俊董事長とその配偶

者が起訴された。雅新実業は、財務調整を行い「本来ならば、本社に計上すべき売掛金を子会社

に計上し利益操作により株価を調整した」ことが訴追対象となったのである。さらに、検察は、

雅新実業が海外関連企業を用いて、雅新実業の株価を上昇させた後で、自社株を売却させて利

得とした行為をインサイダー取引に当たるとして、黄恒俊董事長を訴追した（インサイダー取

引は無罪判決）。 
つまり、雅新実業の不正会計は、単なる簿記処理上の誤謬ではなく、意図的なものであり、

「個」の利益を重んじる華人型儒教的経営の弊害が生じさせた不正会計であるといえる。 
 

華人型経営

儒教倫理

儒教文化

華人型

儒教的

経 営

事後調整
の戦略性

人脈・血
縁重視の
組織編成

保守性の
強い財務

トップダ
ウン型の
意思決定

経営倫理の欠如 

内部統制の不備 
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Ⅶ. 結：私見 
 
 東アジアの企業経営と経営者が、「儒教」の影響を受けていることに異論を挟む者は少な

い。しかし、東アジア諸国において儒教と経営の合体が生み出した現象には差異がみられる。

例えば、日本の企業経営では、儒教が中国から日本に伝播するなかで「朱子学」の影響を受け

て「日本型朱子学経営」と評することができる「日本的経営」が誕生した。そして、日本型朱

子学経営では、中国や韓国とは異なり「孝」の概念ではなく「忠」の概念が重んじられたた

め、公（君主＝経営者）と私（家臣＝従業員）の間で御恩（慈愛）と奉公（忠義）の関係が結

ばれ、年功序列や終身雇用制を前提とする縦型の労使関係が形成され、「組織を守る」という

行動が不正会計を生み出す風土を醸成したのである。 
 一方、儒教思想の強い韓国の儒教的経営では、儒教本来の「孝」の精神が重んじられたた

め、韓国財閥に代表されるように「家族経営＝ファミリービジネス」が隆盛となったが、韓国

型儒教的経営では、血縁、婚縁（婚脈）、学縁（学閥）、地縁という「縁」を重視した家族的経

営を重視したため、政経癒着や循環出資などの経営上の弊害も生み出し「家族（＝ファミリ

ー）」の利益を追求するあまり不正会計が生まれた。そして、台湾の企業経営においても、儒

教の影響下で、韓国と同様に人脈を重んじる点は変わらないのであるが、台湾の方が「個」の

利得を重視する傾向が強く、「個人＝創業者」の利得を優先し不正会計が生じたのである。 
 つまり、東アジアの企業経営における「儒教」の影響力の強さが、日本、韓国、台湾におい

て独自の企業文化を生み出し、「不正会計」発生の原因となっている可能性を有する。 
また、不正会計の発生は、経営者（従業員も含む）の責任に負うところが大きく、不正会計

の動機については、Donald Cressy が提唱した「不正のトライアングル」というフレームワー

クを利用されることが多い（２１）。例えば、企業経営者は、図表 17 に示すように、機会、動

機、正当化の三つの要因が揃うことにより不正を行う。すなわち、企業経営者は、コーポレー

トガバナンス（会計監査）の低下時に、企業業績が悪化するか余剰金が発生した際に企業利益

の向上や維持を動機として、経営方針を正当化するために不正を行うのである。 
 
【図表 17】不正のトライアングルと儒教的経営の負の方向性 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
本来、儒教とは、「仁徳」を根源とし、「愛」と「正義」を原理とする社会規範及び倫理道徳の

ことであるが、儒教の精神は変容し、付随して儒教的経営では、組織（上司）、家族（＝ファミ

リー）、個（＝経営者）を対象とし、組織防衛、家族防衛、利益追求を目的とする不正会計が生

じている。そして、不正会計では、経営者の存在が大きく、不正のトライアングルに拠れば、「経

営者は、不正を実行する機会、不正を実行する動機、不正行為に対する正当化という三つの要因

Opportunity
機会

Pressure
動機

Rationalization
正当化

Fraud 
不正 

―不正会計の防止策― 
・内部統制制度の整備 
・会計監査制度の強化 
・課徴・制裁金の賦課 
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が揃うことにより不正を行う」と説明される。従って、不正会計を防ぐためには、経営者が企業

経営を行う際に、機会、動機、正当化の三要因に影響されないような社会環境や経営環境を整備

することが求められるのである。 
現実的に、不正会計を防ぐためには、経営者や会計人が倫理・道徳観を高めることが求めら

れ、大学の「会計倫理教育」がその役割を果たすことは 1890 年代から提唱されている（２２）。 
つまり、大学教育において、学部や大学院のカリキュラムに如何に「会計倫理教育」を組み込

むかが問題となるが、具体的には、①既存の会計科目の中に「会計倫理教育」を組み込む方法と、

②新たな独立科目として「会計倫理教育」を設けることの二つの方法が想定できる。 
しかし、何れの方法にも問題点を指摘することができ、例えば、財務会計論や会計監査論のな

かに、「会計倫理教育」を組み込んだ場合には、会計倫理教育が馴染まない危惧があり、独立科

目として存在した場合には、倫理教育が会計士の倫理規定の学習に限定されてしまう可能性が

ある（２３）。そのため、①と②を併用した方法として、「サンドウイッチ・アプローチ（sandwich 
approach）」が提案された。サンドウイッチ・アプローチとは、一般科目の哲学や倫理学と専門

課程の会計学のなかで会計倫理教育を行い、さらに最上級生を対象とした独立科目として「会

計倫理系科目」を設けて受講させる会計学の学習法のことである（２４）。 
すなわち、不正会計を防ぐためには、会計倫理教育を充実させることが求められるのである。 

 
〔参考〕 
 
大東文化大学経営学部ブランディング事業について紹介する。大東文化大学経営学部では、“東西文化の

融合”を確立することを目指し建学の精神に基づき１年次の「論語（推奨科目）」と「会計学総論（必修科

目）」において道徳・倫理教育を行い、２年・３年次の財務諸表論や会計監査論でも会計倫理教育を行い、

最終学年で職業会計人（会計士・税理士）や税務署長の講演を受講させて学生に対して会計倫理の重要性

を理解させることを試みている。例えば、実務家教員による会計人教育としては、小山 登会員（LEC 会

計大学院教授・税理士）に経営学部非常勤講師を依頼し、2019 年 11 月 9 日に、浦野広明会員（立正大学

客員教授・税理士）を招聘し、2019 年 11 月 29 日に、地元の板橋税務署長を招聘して講演会を開催した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
追記： 
 
 なお、本研究は、「文部科学省 私立大学研究ブランディング事業：経営と道の研究」の研

究成果の一部である。 
 

会計倫理倫理

会計専門科目

哲学・倫理学

大東文化大学経営学部カリキュラム 
１年：論語（推奨科目）・会計学総論（必修科目） 
２年：財務諸表論（選択必修科目）  
３年：会計監査論・税法税務会計論（専門科目） 

会計専門職養成講座（会計人教育科目） 
４年・大学院：税務署長や職業会計人の講演会開催

 
 

東西文化

の融合 
 

東洋道徳

と西洋芸

術の教授 
 

大学ブランディング戦略： 会計倫理教育制度の整備により“東洋道徳と西洋芸術の学びの場”の確立 
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